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研究成果の概要（和文）：生産のアジアを基盤技術形成に着目した本研究における研究成果の概要は以下の３点に集約
できる。第一に、先進国である日本、中進国である韓国・台湾、後発国である中国、アセアン諸国を比較した場合、イ
ノベーションの基礎となる基盤技術を有しているのは日本である。第二に、韓国・台湾については量産技術については
非常に技術発達を遂げているが、その条件となる要素技術については依然として日本や欧米に依存している。第三に、
後発工業国は労働分配率において優位性を持つが、依然として量産技術、要素技術を含め綜合的な技術形成するには至
っていない。以上の特徴、技術構成のもとでのアジア間国際分業を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：As a conclusion of this study, first Japan have basic technologies that make innov
ation happen in comparison with Korea, Taiwan, China, and ASEAN countries. Then, Korea and Taiwan have emi
nent mass production technology, but they still depend on Japanese or Western nation's elemental technolog
y. Finally, China and ASEAN countries have a comparative advantage over labor share. As for manufacturing 
technology, they also depend on the former countries. So they have not built comprehensive technology incl
uding mass production technology and elemental technology yet.As above feature and organic composition of 
technology, there are production network based on the vertical international division of labor in the Asia
n area.
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１．研究開始当初の背景 
 経済のグローバル化が進展し、中国をはじ
めとする後発工業国の発展の下、日本産業の
空洞化問題が言われるようになる。中国をは
じめとする後発工業国の発展のスピードは
めざましく、日本などの高度成長期と比較し
ても非常に急速である。果たして工業技術と
いうのはこうも急速に発展するものである
のか。そのような発展には限界があるのでは
ないか。逆に、日本の工業技術の優位性はど
こにあるのか。あるとすれば後発工業国の技
術形成のあり方とどこが違うのか。以上のよ
うな問題意識を背景として生産のアジア化
が進展しているアジア諸国における基盤技
術形成の比較研究を行おうという着想に至
った。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は上述の背景の下、アジア各
国の基盤技術の形成過程を分析することに
よりその特徴を明らかにすることである。日
本のように情報技術が発展していない段階
におけるアナログ的な技術形成と情報技術
がめざましく発展を遂げている今日の中国
におけるデジタル的な技術形成では、技術蓄
積の方法、早さ、技術連関の幅等が異なるこ
とが想定される。 
 以上の二つの技術形成を主な論点として
各国の基盤技術形成の特徴を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法としては、主に以下の諸点であ
る。分析対象国として 1930 年代から工業化
の道をたどった日本を先進工業国として分
析する。そして1980年代に工業化を達成し、
新興工業国、NIES と呼ばれた韓国、台湾を中
進工業として分析する。そして 2000 年以降
急速に発展を遂げている中国やASEAN諸国を
後発工業国として分析する。日本がアナログ
時代における工業化の典型的パターンであ
り、後発国業国はデジタル時代の工業化の展
開的パターン、そして中進国のケースはその
中間として位置づけて分析を行う。故に、日
本、韓国、台湾の技術形成については歴史分
析を軸にして明らかにし、中国および ASEAN
諸国に関しては、現状分析・実証分析が中心
となる。 
 そして基盤技術としては主に金型技術を
中心にその特徴をみる。金型は大量生産の基
本的技術であり、その生産には技能的な要素
を必ず含むとともに、一方で最新鋭の工作機
械技術が常に求められている。こうした点か
らもこの金型技術に照射する形で基盤技術
形成の各国間比較をすることで上述の問題
を明らかにしていく。 
 
４．研究成果 
 日本のモノづくり技術の競争力の理論的
根拠を資本財産業論とアーキテクチャ論を
中心としてみると以下のことがいえる。それ

は、第 1 に、Rosenberg や中岡哲郎が指摘す
るように、金型のような資本財産業は①受注
生産的な性格を有する、②規模の経済は意味
を持たず、ここでは専門化の経済が意味をな
す。③そして細分化された分業の中で競争に
媒介されて様々な専門的なサービスを供給
するような産業である。こうした資本財産業
の規定に照らした時、日本の高度に発達した
分業生産システムの下で、資本財生産を中心
的に担っている中小機械工業は非常に合理
的な存在形態であるということ。第 2に、中
岡が戦前型工業化と規定するように、日本の
工業発展は資本財部門の生産が標準化され
る以前の段階から1から技術形成してきたこ
とによる、技術範囲の深さに関わる優位性が
後発工業国に比して有するということ。第 3
に、藤本隆宏が指摘するように、特に、イン
テグラル型の製品、産業において統合型組織
能力が生かされ、比較優位を形成していると
いうことである。 
 この点を金型産業に照らしてみた場合、金
型産業は典型的な資本財産業であり、擦り合
わせ型製品である。これらの条件をすべて満
たした典型的な産業であるということがで
きる。ここに、日本金型産業の産業技術競争
力の根拠があると考える。 
 こうして形成された日本の産業技術競争
力は、中岡、藤本も指摘するように日本の工
業化の出発点における歴史的条件に規定さ
れながらもその条件を生かして培われてき
たものである。その意味では歴史的産物であ
るが、それは日本の工業技術形成の特殊性を
規定する根拠となる。 
 1980 年代以降のモノづくりは情報化を前
提としたものとなっている。本研究において
は、情報化・標準化時代における後発工業国
のモノづくりの限界を問題意識にもちおこ
なったが、この点を整理しておくと以下の通
りである。 
生産プロセスにおける情報化の進展は開
発・設計過程における情報化、生産過程にお
け る 情 報 化 と し て 現 れ る 。 前 者 は
CAD/CAM/CAE という形で現れ、後者は NC 工作
機械として現れる。これらを媒体としてモノ
づくりにおける暗黙知を形式知に転換して
いる。すなわち、アナログ情報を数値情報に
置き換えている。コンピュータ支援による設
計というのは、数ある解決方のうちの１つの
解決モデルであり、いつおこるとも分からな
い不測の事態のすべてに対応したものでは
く、不確実性は排除されていないということ
である。すなわち、そのソフトを製作したエ
ンジニアが前提とした過程では不確実性は
最低限に抑えられるかもしれないが、その前
提が覆れば、不測の事態に対して対処できな
いということである。すなわち、実際の設計
過程で生じる無数の暗黙知をすべて形式知
に置き換えることは不可能である。ここに情
報化時代においても依然として経験にもと
づく判断が必要であることの根拠がある。 



 モノづくりにおいてCAD/CAM/CAEを使用が
今や生産プロセスにおける標準になってい
る。故に、このでき上がったシステムを導入
すれば基本的に経験がなくてもモノがつく
れる。中国にみられる急速な工業発展は、こ
うした情報技術の発展によって起こされて
いるのはいうまでもない。しかし、この経験
を飛ばしてのモノづくりには自ずと限界も
有しているといえる。 
 日本の製造業においてもCAD/CAM/CAEは今
や標準技術になっている。しかし、開発・設
計情報が一方通行で加工情報へと流れてい
くわけではない。開発・設計情報にはかなら
ず修正が入る。この修正こそが擦り合わせで
あり、経験が支配する世界である。日本の独
特の企業間関係に基づく修正は、汎用システ
ムとしての情報システムではなく、カスタマ
イズされた情報システムとして機能させて
いる。この点を、みかけ上は同じハードとソ
フトの上でおこなわれている中国と日本の
モノづくりを比較した際に、本質的な同一性
と区別として分析する必要がある。 
 最後に、韓国・台湾についてみてみると、
以下のようなことがいえる。アジア NISE あ
るいは NICS として急速に工業化してきた韓
国や台湾、そして 1990 年代以降急激に経済
発展している中国も含め機械を一品生産的
につくる基本能力を育てるという過程を抜
きにして、いきなり最終製品の大量生産組立
部分から機械工業をつくっていくという工
業発展の仕方である。すなわち、大量生産技
術が標準化された段階での工業化である。こ
れが戦後型工業化であるが、この型の工業化
の基本的な特徴は、それが大量の資本財・中
間財輸入を前提としていることである。また、
設備輸入が前提となっているだけでなく、部
品生産の多くの部分は資本集約的かつ規模
の経済の作用を強くうけるために、極端な価
格上昇を避けるためには先進国で作られた
ものを輸入する以外になく、途上国での工程
は労働集約的加工と組立を中心に編成せざ
るを得ない。 
 以上のような各国の優位性と限界を持ち
ながら技術形成を行った結果として以下に
示すような技術構成で分業関係が成立して
いるといえる。 
  

すわなち、日本は市場の規模としては小さ
いがカテゴリーとしてはハイエンドの領域
における資本財を担っており、韓国・台湾と
いう国はミドルエンドの領域を担っている。
そして中国は市場規模としては非常に大き
いがローエンド分野を担うという分業構造
が出来上がっている。この分業構造は、国際
競争圧力が常にかかっている状況では、相互
前提関係で生産活動を行う方が合理的であ
ることから相対的に固定的な関係として現
象する。故に、当面は各国のこうした比較優
位分野を前提として国際分業を営むことに
なると考えられる。 
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